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平成２１年度に気象庁が達成すべき目標について

中央省庁等改革基本法（平成１０年法律第１０３号）第１６条第６項第２号の規定に基づ

き、平成２１年度において気象庁が達成すべき目標を次のとおり定めたので、通知する。

Ⅰ．気象庁が達成すべき目標の設定に当たって

中央省庁等改革基本法においては、各府省が行う評価として「政策評価」及び「実施庁

の実績評価」が規定されているところである。気象庁は、主に政策の実施を担う庁と位置

づけられているものの、政策の企画及び立案を行う行政機関でもあり 「政策評価 「実、 」、

施庁の実績評価」ともにその対象となる機関である。

本件は、業務の実施に係る目標を設定するものであり、目標の達成状況については、原

則毎年度の評価を行い、速やかに公表されるものである。

Ⅱ．気象庁が達成すべき目標

１．的確な観測・監視及び気象情報の充実等について

気象、地震、火山現象、水象等の観測・監視能力の向上を図るとともに、関係機関と

密接に連携して、観測成果等の効率的な利用を図る。また、気象情報を充実し、適時、

的確に発表するとともに、関係機関への情報提供機能の向上を図る。

［具体的な目標］

・台風による被害の軽減を図るため、台風中心位置の72時間先の予報誤差を平成17年(3

23km)に比べて約20％改善し、平成22年までに260kmとする(値は前3年間の平均)。

・地震動警報のより的確な発表のため、地震観測点の増設、観測点補正の導入、震源位

置とマグニチュードの推定精度向上等により、緊急地震速報の震度の予想精度向上に

努める。

・日本周辺で発生する津波による被害を軽減するため、地震発生後10分以内に津波が来

襲することのある沿岸から100km以内で発生する地震に対して、地震発生から地震津

波情報発表までに要する時間を平成23年度までに3分以内とする(値は前3年間の平

均)。



・突風等による災害の防止・軽減に向けて、必要な技術開発・システム整備を進め、平

成22年度までに突風等短時間予測情報の発表を開始する。

・民間航空の運航を支援するため、航空機の運航管理や飛行計画に有効に利用されてい

る毎時大気解析情報に民間航空会社からの要望されている予測情報を追加し、平成21

年度中に、毎時大気予測情報の提供を開始する。

・内海・内湾における沿岸防災、海運・漁業の安全を図るため、きめ細かい高潮・高波

の予測を適用する海域を平成23年度までに7海域以上とする。

・日本をはじめ世界での異常気象発生の見通しをこれまでより的確に予測するため、こ

れまでのエルニーニョ監視海域(太平洋東部の熱帯域)に加えて、新たに太平洋西部・

インド洋の熱帯域も対象に含めた海洋変動の監視・予測情報の提供を平成21年度から

開始する。

２．気象業務に関する技術に関する研究開発の推進について

最新の科学技術を導入し、気象の予測モデル、観測及び予報に関するシステム等に関

する技術に関する研究開発を計画的に推進する。

［具体的な目標］

・より高精度の防災気象情報等を発表するため、地球全体の大気を対象とした数値予報

モデルの２日後の予測誤差(数値予報モデルが予測した気圧が500hPaとなる高度の実際

との誤差、北半球を対象)を、平成22年末までに平成17年(実績値18.3ｍ)に比べ約20%

改善する(目標値15ｍ)。

３．気象業務に関する国際協力の推進について

国際的な中枢機能を強化し、アジア地域等各国の気象業務を支援するとともに、国際

機関の活動及び国際協同計画への参画並びに技術協力を推進する。

［具体的な目標］

・アジア・太平洋の国家気象機関が各国で行う季節予報を支援するため、アジア太平洋

気候センターから提供する季節予報の基礎となる数値予報データ(予測値)を拡充さ

せ、この予測情報への定期的なアクセス(12ヶ月のうち6ヶ月以上の利用)を行う国を4

カ国から6カ国以上とする。

４．気象情報の利用促進等について

気象情報の民間への提供機能の向上を図るとともに、気象情報に関する知識の幅広い

普及を図る。

［具体的な目標］

・民間における気象業務を支援するため、気象事業者等が利用可能な１日当たりの気象

情報の量を9 GB(新聞紙にして約36万ﾍﾟｰｼﾞに相当)以上にする。また、気象情報の適

切な利用を支援するため、新たに15種類以上の技術資料を提供する。

・大地震が発生した場合の企業の被害軽減、災害からの早い復旧、一般住民の適切な避

難行動等のため、緊急地震速報を多くの場面、場所で入手できるよう、緊急地震速報

の受信端末(予報許可事業者作製)の累計出荷台数を13万台(平成20年12月現在)から平

成25年度までに26万台とする。


